代表のみなさん

国務院の委託を受けて、大会に二〇〇八年度の中央と地方の予算執行状況を報告するとともに、二〇〇九年度の中央と地方の予算案を提出して、審議を願い、全国政治協商会議の委員のみなさんからもご意見を求めたいと思う。

一、二〇〇八年度の中央と
地方の予算執行状況
二〇〇八年は、内外の複雑で厳しい情勢に直面したが、中国共産党の正しい指導のもとで、全国各民族人民は鄧小平理論と「三つの代表」という重要な思想を導きとすることを堅持し、科学的発展観を深く貫き、徹底させ、中央の定めた諸般の方針、政策及び第十一期全国人民代表大会第一回会議で採択された関連決定、決議を全面的に実施することにより、改革開放と社会主義の現代化建設において重要かつ新たな成果をおさめた。中央と地方の予算執行状況は比較的良好であり、財政改革と発展にも新たな進展が見られた。
全国（中央と地方）の歳入は六兆一三一六億九〇〇〇万元で、二〇〇七年度より（以下同）九九九五億一二〇〇万元増え、一九・五％伸び、予算の一〇四・八％を達成した。その内訳は、中央レベルの収入三兆二六七一億九九〇〇万元、地方レベルの収入二兆八六四四億九一〇〇万元であった。中央予算安定化基金からの受入分一一〇〇億元を加えると、収入総額は六兆二四一六億九〇〇〇万元となった。全国の歳出は六兆二四二七億三〇〇万元で、一兆二六四五億六八〇〇万元増え、二五・四％伸び、予算の一〇一・七％を達成した。その内訳は、中央レベルの支出一兆三三七四億三一〇〇万元、地方レベルの支出四兆九〇五二億七二〇〇万元であった。中央予算安定化基金への繰入分一九二億元をこれに加えると、支出総額は合計で六兆二六一九億三〇〇万元となった。（附表１、附表２を参照）

中央の歳入は三兆三六一一億九二〇〇万元で、四九九九億九七〇〇万元増え、一七・五％伸び、予算の一〇三・三％を達成した。内訳は、中央レベルの収入三兆二六七一億九九〇〇万元、地方からの上納収入九三九億九三〇〇万元であった。中央予算安定化基金からの受入分一一〇〇億元をこれに加えると、収入総額は三兆四七一一億九二〇〇万元となった。中央の歳出は三兆六三一九億九二〇〇万元で、六七三九億九七〇〇万元増え、二二・八％伸び、予算の一〇二・五％を達成した。内訳は、中央レベルの支出一兆三三七四億三一〇〇万元、地方への租税還付金と移転支出二兆二九四五億六一〇〇万元である。後年度の予備費として中央予算安定化基金へ一九二億元繰り入れた。支出総額は合計で三兆六五一一億九二〇〇万元となった。収支を差し引くと、中央財政の赤字額は一八〇〇億元となり、第十一期全国人民代表大会第一回会議で承認された目標額以内に抑えられた。二〇〇八年度末時点の中央財政の国債残高は五兆三二七〇億七六〇〇万元で、五兆五一八五億八五〇〇万元の年度予算の限度額以内に抑えた。（附表３、附表４を参照）

中央財政の地方に対する租税還付金と移転支出の交付状況について。二〇〇八年度、中央から地方に交付した租税還付金と移転支出は二兆二九四五億六一〇〇万元で、四八〇七億七二〇〇万元増え、二六・五％伸び、予算の一〇六・一％を達成した。内訳は、租税還付金三・九％増の四二八二億一九〇〇万元、財政力補強目的（一般目的を含む）の移転支出二二％増の八六九六億四九〇〇万元、特別移転支出四四・六％増の九九六六億九三〇〇万元であった。ただし、特別移転支出の伸びがかなり高くなっているのは主として、地方の教育や医療衛生などの重点事業支出助成金を増やし
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たことによる（附表５を参照）。中央から地方に交付した租税還付金と移転支出はその分地方財政の収入となり、地方財政の歳出予算に回された。地方歳出の平均三八％の財源は中央財政からの移転支出金であり、その内、中・西部地域の同比率は五四・四％となった。
地方の歳入は五兆一五九〇億五二〇〇万元で、九八八〇億一〇〇万元増え、二三・七％伸び、予算の一〇六・四％を達成した。その内訳は、地方レベルの収入二兆八六四四億九一〇〇万元、中央からの租税還付金と移転支出の収入二兆二九四五億六一〇〇万元であった。地方の歳出は四兆九九九二億六五〇〇万元で、一兆七九〇億五七〇〇万元増え、二七・五％伸び、予算の一〇三・一％を達成した。内訳は、地方レベルの支出四兆九〇五二億七二〇〇万元、中央への上納支出九三九億九三〇〇万元であった。地方財政の歳入歳出を差し引くと、繰越明許費と剰余金は一五九七億八七〇
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〇万元となった。それは主として、中央と地方財政の収入超過分の割当てが当年度内に達成されず、翌年度へ繰り越されるべき事業費と剰余金である。
なお、全国の政府系基金の収入は一兆五六三六億三五〇〇万元で、前年度比四四六七億二〇〇〇万元増え、四〇％伸びた。全国の政府系基金の支出は一兆四九八四億七〇〇〇万元で、五三〇〇億二六〇〇万元増え、五四・七％伸びた。

中央の政府系基金の収入は二五二五億六六〇〇万元で、七八％伸びた。同伸び率が高くなったのは主として、宝くじ公益金の収入を予算管理枠に組み入れ、また中央財政の外国為替資金運用基金の財務収入がかなり増大したからである。その内、長江三峡ダム・プロジェクト整備基金の収入は二〇二億五九〇〇万元、鉄道整備基金の収入は五五五億四〇〇万元、民間空港管理・整備費の収入は九六億二一〇〇万元、港湾整備費の収入は九一億四八〇〇万元、大中型ダム建設移転住民後期支援基金の収入は一四八億七〇〇〇万元、宝くじ公益金の収入は三四八億一四〇〇万元、中央財政の外国為替資金運用基金の財務収入は六八四億九一〇〇万元であった。さらに、前年度の繰越明許費五五九億八七〇〇万元をこれに加えると、配分可能な収入総額は三〇八五億五三〇〇万元となった。中央の政府系基金レベルの支出は九四・五％増の二〇五六億七二〇〇万元であった。その内、長江三峡ダム・プロジェクト整備基金の支出は二〇四億五六〇〇万元、鉄道整備基金の支出は六二一億元、民間空港管理・整備費の支出は五三億一三〇〇万元、港湾整備費の支出は一〇一億八五〇〇万元、社会福祉やスポーツ、教育など社会公益諸事業に用いられる宝くじ公益金の支出は二〇五億四七〇〇万元、中央財政の外国為替資金運用基金の財務支出は六八二億八七〇〇万元であった。大中型ダム建設移転住民後期支援基金の地方助成金などの支出四六四億八九〇〇万元及び翌年度への繰越明許費五六三億九二〇〇万元を加えると、支出総額は計三〇八五億五三〇〇万元となった。〔「中華人民共和国二〇〇八年度全国予算執行状況および二〇〇九年度全国予算案」（以下「予算案」と略称）第二四～二七頁を参照〕

地方の政府系基金の収入は一兆三一一〇億六九〇〇万元で、三四・五％伸びた。伸び率が高くなったのは主として、土地譲渡収入の全額を予算管理枠に組み入れたからある。その内、土地譲渡と新規建設用地の有料土地使用料の収入は一兆三七五億二八〇〇万元、道路整備費の収入は一一八四億八八〇〇万元であった。地方の政府系基金の支出は四九・九％増の一兆二九二七億九八〇〇万元であった。その内、土地関係支出は一兆一七二億五〇〇〇万元で、同支出には土地収用費と家屋立退き補償金、及び農民向け土地収用補助金支出三七七八億一五〇〇万元（伸び率一一三％。伸び率がかなり高くなったのは主として、各地方が土地を失った農民に対する土地収用補償金基準を全般的に引き上げたからである）が含まれる。また、土地開発と耕地保護の支出は一二八六億二二〇〇万元、安価賃貸住宅対策支出は一四一億六五〇〇万元、農村のインフラ整備と基本農地整備・保護の支出は三六九億八八〇〇万元、都市整備の支出は三〇三五億三二〇〇万元、破産もしくは体制転換した国有企業の敷地処分収入を用いた従業員再配置助成金などの支出は一五六一億二八〇〇万元であった。道路整備費の支出は一一七三億四四〇〇万元であった。

政府系基金収入は特別資金として特定使途に振り向けることとする。政府系基金の当年度の収入と支出には不一致が見られるが、それは主として、関連の資金管理規定に従い一部の収入を翌年度の繰越明許費として計上したからである。
二〇〇八年度の具体的な予算執行状況と財政分野の主要活動は次の通りである。
（一） 財政の増収及び収入超過分の運用状況

二〇〇八年、経済が発展を遂げた上、税務や税関、財政などの諸部門が法律に基づいて租税の徴収・管理を強化したため、財政収入は全般的にかなり速い伸びを保ったが、財政年度の半期別伸び率には明らかに前高後低の様相が見られる。上半期は、経済の成長が急速で、企業の収益も比較的良好であり、また二〇〇七年度の企業の大幅な収益増や、年末調整で追徴した企業所得税の国庫上納額が増え、租税政策調整の繰り延べ効果による収入増など特殊要因の好影響を受け、全国歳入の伸び率は三三・三％に達した。しかし、下半期になると、こうした特殊要因がなくなり、とりわけ国際金融危機のあおりを受けて、経済の伸び率が下がり、企業の利益も減少した。そして二〇〇八年企業所得税の税率を大幅に引下げた後、財政面のマクロコントロールを強化、改善し、経済の安定した比較的速い発展を促進するため、再度一連の租税・費用減免政策を打ち出した。このため全国の歳入の伸び率が逐次低下した。下半期の全国の財政収入は五・二％しか伸びず、その内、中央レベルの収入は〇・九％減少した。

中央財政の主要収入項目。国内付加価値税の収入は一兆三四九七億四二〇〇万元で、一六・三％伸び、予算の一〇〇・七％を達成。国内消費税収入は二五六七億八〇〇〇万元で、一六・四％伸び、予算の一〇四％を達成。輸入品に係る付加価値税・消費税の収入は七三九一億七〇〇万元で、二〇・一％伸び、予算の一〇七・八％を達成。輸出品に係る付加価値税・消費税の還付金は五八六五億九〇〇〇万元で、四・一％伸び、予算の一〇二％を達成（財務上収入と相殺して会計処理される）。営業税収入は二三二億一〇〇〇万元で、一四・五％伸び、予算の一〇三・二％を達成。企業所得税収入は七一七三億四〇〇〇万元で、二七％伸び、予算の一一一・六％を達成した。同税収の達成度が高いのは主として、年末調整で追徴した二〇〇七年度の企業所得税の収入がかなり増えたからである。個人所得税収入は二二三四億一八〇〇万元で、一六・九％伸び、予算の一一〇・一％を達成した。同税収が予算をかなり上回ったのは主として、都市部住民一人あたりの可処分所得が増え、個人所得税に対する徴収・管理を強化したからである。証券取引印紙税収入は九四九億六八〇〇万元で、五一・二％下がり、予算の四八・八％を達成した。同税収が予算を達成できなかったのは主として、株式市場の低迷や証券取引印紙税率の引下げ及び転売時のみの課税制への移行により、大幅な収入減がもたらされたからである。関税収入は一七六九億九五〇〇万元で、二三・六％伸び、予算の一一〇・六％を達成した。同税収の達成度が高かったのは主として、一般貿易輸入が急速に伸びたためである。租税外収入は一七〇四億五一〇〇万元で、二三・六％伸び、予算の一一八・四％を達成
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した。同税収が予算をかなり上回ったのは主として、資源の有償使用制度の改革を促し、探鉱権と採掘権の使用料と譲渡収入、鉱産物資源補償金の収入がかなり増えたからである。
収入超過分の配分状況について。全国の歳入は予算額を二八三〇億九〇〇〇万元超過し、その内、中央財政の収入超過分は一〇八〇億二〇〇〇万元であった。収入超過となったのは主として、商工業の付加価値や全社会の固定資産投資額、対外貿易輸出入総額、社会消費財小売総額など税収に直結する経済諸指標の実質伸び率が所期の目標値を上回り、また二〇〇七年度企業の利潤は大幅に増え、二〇〇八年度に年末調整で二〇〇七年度の企業所得税を追徴したことなどの要因がかなりの増収をもたらしたからである。関連の法律・法規と第十一期全国人民代表大会第一回会議の関連決定・決議の要請に基づいた、中央財政の収入超過分の具体的な配分・運用状況は次の通りである。地方への租税還付金と移転支出を一八五億元増やした。教育支出を二〇億元増やし、主として震災地域の生徒・学生に対する臨時的特別援助などに用いた。科学技術支出を五億元増やし、重要科学研究装置・設備の独自開発などに振り向けた。車両取得税収入の超過分四〇億元を車両取得税収の支出として中央震災復旧・再建基金へ繰り入れ、震災地域における自動車道路の復旧・再建に充てた。昨年六月の精製油値上げのため、農業や漁業、林業などの業種に対し補助金を二九一億元増やした。災害救援および突発的公共事件対策支出を四七億元増やし、甚大な自然災害の救援や震災救援対策活動、乳幼児用粉ミルク事件の対処など追加を必要とされる支出項目に充てた。国際金融危機に対処し、内需をさらに拡大するため、中央政府の公共事業投資を三〇〇億元追加し、主として保障型住宅プロジェクトや重要基盤施設などの整備に振り向けた。中央予算安定化基金に一九二億元を繰り入れ、後年度の予算の予備費として計上することとした。二〇〇八年度中央財政の収入超過分の配分状況について、国務院はすでに第十一期全国人民代表大会常務委員会に報告した。
（二）中央財政の主要支出項目の執行状況について
　二〇〇八年、年初予算案の編成にあたって、中央の関連政策決定や布石配置を踏まえて、支出構造を最適化し、「三農」（農業、農村、農民）や教育、社会保障、医療衛生、住宅保障、自主イノベーション、エネルギー・資源の節約、生態環境保護など諸重点分野への資金投入を強化したため、諸般の重点支出はかなりよく確保された。予算執行においては、経済社会発展の客観的な要請に応じて、収入超過分と予備費も主として農業や教育、災害救援など民生分野の諸支出に振り向けた（諸般の主要支出には中央レベルの支出と地方への移転支出が含まれる）。

⒈ 農業・林業・水利関係支出は一八二一億七四〇〇万元で、四三・六％伸び、予算の一二五・六％を達成した。予算を大幅に上回った主な原因は、予算の執行において農業助成金を大いに増やしたことにある。良質種子補助と農機具購入補助の支出金を計一六三億四〇〇〇万元に増やしたため、水稲良質種子補助が全域カバーされ、晩稲の良質種子の補助金基準が倍以上引き上げられ、小麦、トウモロコシの良質種子補助の適用面積はそれぞれ倍増、五・七倍増となり、農機具購入補助の適用範囲がすべての農業県に拡大された。農業インフラ整備の強化に振り向けた支出金一一三七億六〇〇〇万元は、重点的に大中型ダムの建設や大河川の整備、二五〇五の大中型ダムと老朽化した重点小型ダムの危険要素排除・補強、四八〇〇余万人に及ぶ農村の飲用水安全確保問題などに充てた。農業総合開発の支出金一二七億元を用いて、約一六七万ヘクタールの中・低収穫農地の改良を助成し、食糧の総合生産能力を二八六万六〇〇〇トン増やした。土壌診断に基づく配合肥料使用範囲が一二〇〇県から一八六一県に拡大された。作物栽培業保険料補助の試行地域は六つの省から一六の省に広がり、保険加入農家は累計で七五〇〇万世帯となった。財政支援による貧困脱却扶助開発の強化に向け、一六七億三〇〇〇万元を支出し、重点的に農村の貧困地域におけるインフラ整備や産業の発展、農村の貧困労働者に対する育成・訓練などに用いた。中央財政の森林生態効果補償基金の支援を受けた重点公益林の面積は約四六六七万ヘクタールに広がった。

⒉ 教育支出は一五九八億五四〇〇万元で、四八・五％伸び、予算の一〇二・四％を達成した。都市農村の義務教育の無料化を全面的に実施するために六一八億一〇〇〇万元を計上し、秋の学期から都市部で義務教育を受けている生徒の学費・雑費を免除したり、農村義務教育経費の保障レベルを向上させたり、農村義務教育段階の全国共通科目の教科書を無料で提供したり、北部地域における農村小中学校の暖房費を増やしたりした。新農村の衛生的な新学園づくりと中・西部地域の中学校校舎整備を強化し、中・西部地域における農村学校の付属生活施設を改善するために、五三億一〇〇〇万元の建設資金を計上した。一般大学、高等・中等職業学校に通う困窮家庭の学生への援助金として二二三億元を支出した。都市部の貧困世帯と農村出身の中等職業学校の学生に対し、学資援助金を年間一人当たり一五〇〇元支給することにより、九〇％の在校生に実益がもたらされた。三期に分けて、計一〇〇校の高等職業学院の国家クラス・モデル校づくりを支援し、これらの学校の教師陣の資質を向上させ、学校運営の条件を改善した。高等教育の質的向上を促し、「二一一プロジェクト」（二十一世紀に目を向けて、全国で百の大学や一群の重点学科を優先的に発展させる計画）の第三期プランを全面的に立ち上げるために、中央財政は高等教育支出として四三二億四三〇〇万元を計上した。

⒊ 医療衛生支出は八二六億八〇〇〇万元で、二四・五％伸び、予算の九九・四％を達成した。新しいタイプの農村合作医療制度を全面的に構築することにより、合作医療制度の加入者数は八億余に達した。都市部住民の基本医療保険制度のモデル都市数は八八から三一七に増え、保険加入者数は四二九一万人から一億以上に増えた。中・西部地域に対し補助金の基準額を年間一人当たり四〇元に引き上げ、東部地域に対しても適切な補助を与えたため、中央財政は計二七八億六八〇〇万元を支出した。政策的に閉鎖もしくは破産を進めたすべての地方国有企業の定年退職者全員を地元の都市部職員・労働者基本医療保険枠に組み入れるため、八〇億元を支出した。重大疾病の予防・抑制対策などの公衆衛生や、食品・医薬品に対する監督・管理、中国伝統医学と中国伝統医薬事業の発展を目指す財政支援を大きくし、突発的公共事件発生時の医療救護と衛生防疫を強化し、メラミン混入の粉ミルクを飲用した乳幼児の無料検査・治療を行うため、計一二六億一四〇〇万元を支出した。都市農村の医療救済の取り組みに力を入れるため三四億元を振り向け、都市農村の最低生活保障者や「五項目の保障」世帯など貧困層の保険加入を援助して、彼らの医療負担を軽減した。県・郷の末端医療衛生サービス施設の整備を強化し、その基本的医療設備を配備するために、六六億元の支出金を計上した。農村妊産婦出産入院補助政策の実施エリアを中・西部全域に広げ、中部、西部地域に対する中央財政の補助金基準額をそれぞれ一人当たり三〇〇元、四〇〇元に引き上げた。
⒋ 社会保障・雇用対策支出は二七四三億五九〇〇万元で、一九・二％伸び、予算の九九・三％を達成した。都市農村住民の最低生活保障制度の整備を全面的に強化するため、中央財政は二〇〇八年一月一日と七月一日の二回にわたって月一人当たり都市部一五元、農村部一〇元の基準で都市農村の最低生活保障者補助金の基準を引き上げた。このための補助金支出は三六三億一〇〇〇万元に達した。企業定年退職者基本養老年金の水準を引き続き向上させ、一人当たりの月額を一一〇元引き上げるため、中央財政は養老保険の特別補助金に一一二七億四三〇〇万元を計上し、中・西部地域と東北地域などの旧工業基地へ傾斜した。八〇社の国有企業の政策的閉鎖と破産を支援するため、支出金二〇〇億元を計上し、三二万人の従業員を再配置した。就職困難者の社会保険料補助や公益性を有する雇用創出補助などの雇用支援政策を実施するため、二五二億八〇〇万元を支出した。費用徴収と担保付小口ローンに関する政策を充実化させ、雇用創出につながる創業を促進した。

⒌ 保障型住宅プロジェクト支出は一八一億九〇〇〇万元で、一一四・三％伸びた。安価賃貸住宅の配給戸数を大幅に増やし、住宅賃貸補助の適用対象枠を広げた。バラック（老朽化した倒壊可能な家屋）居住区の再開発を着実に推し進めている。全国で計二九五万戸に上る都市部低所得層の住宅難世帯が安価賃貸住宅の保障を受けることになり、その内、二二九万世帯が賃貸補助金を受け、二六万世帯が配給型賃貸住宅を割り当てられ、三四万世帯の賃貸費が引き下げられた。

⒍ 文化事業支出は二五二億八一〇〇万元で、二〇％伸び、予算の九九・九％を達成した。全国で一〇〇七の博物館と記念館が全社会に向けて無料で開放された。全国の文化情報資源共有化プロジェクトの実施を助成し、一部の省・直轄市では県クラスの全域カバーが繰り上げて実現された。農村映画放映事業助成が中・西部地域のすべての行政村に行き渡った。中・西部地域における四万六四三四の行政村が農村にふさわしい図書を購入することを助成するとともに、農家図書室プロジェクトを立派に行った東部地域の省・直轄市に奨励を与えた。

⒎ 科学技術支出は一一六三億二九〇〇万元で、一六・四％伸び、予算の一〇二・六％を達成した。九〇三億九一〇〇万元の支出金を基礎研究と応用研究の強化に振り向けた。また六〇億元の支出を計上することにより、一六項目の国家重要科学技術特別プロジェクトを全面的に立ち上げた。国の重点実験室の開放・運営や器械・装置の研究開発と更新、自主イノベーションを支援した。五〇品種の主要農産物に関わる現代農業産業技術体系の整備に全面的に取りかかった。

⒏ 環境保護支出は一〇四〇億三〇〇〇万元で、三三％伸び、予算の一〇一・二％を達成した。一〇項目の省エネ重点プロジェクト整備や循環型経済の発展、重点流域の水質汚濁対策の実施などを促し、中・西部地域の都市汚水処理ネットワーク関連施設を整備するため、四二三億元を支出した。天然林保護プロジェクトを実施し、引き続き耕地の林地復元、牧場の草地復元に関する政策を徹底化させるために、四九九億六〇〇〇万元を支出した。太湖流域と天津浜海新区で汚染物質排出権の有料取得と取引を試行した。資源の総合利用、新エネルギーと再生可能エネルギーの発展を推し進めている。

⒐ 工業・商業・金融業等関係支出は三八七一億三五〇〇万元で、五九・四％伸び、予算の一一四・八％を達成した。食糧生産直接補助金と農業生産財総合補助金支出に一〇三％増の八六七億元を振り向け、七億二八〇〇万人の農民が実益を手にした。三回にわたって食糧最低買付価格を大幅に引き上げ、その値上げ率を二〇％以上とし、そしてまた、主要農産物に係る臨時的買付・備蓄政策を実施するために、食糧・食用油の備蓄費などの支出金を四六一億六九〇〇万元計上した。精製油の値上げによりかなり大きな影響を受けた漁業などの五業種に対し、三六五億三八〇〇万元を補助した。農村における家電製品普及の試行地域を一二省に広げるため、二〇億元の補助金を支出した。金融体制の改革支援に八九五億元の支出金を計上した。産業の高度化と構造調整を促進し、ハイテクの産業化を速めるために、三六九億六九〇〇万元の建設資金を支出した。
⒑ 公共安全支出は八七五億七七〇〇万元で、九・三％伸び、予算の一〇二・一％を達成した。公安・検察・司法機関の経費の確保を強化し、主要業務の遂行に必要な経費を重点的に保証し、基盤整備を強化した。訴訟費用関連規定の改革の実施を積極的に保障した。重点地区における突発的事件対処への取り組みをサポートした。

⒒ 国防支出は四〇九九億四三〇〇万元で、一七・七％伸び、予算の一〇〇％を達成した。

⒓ 交通運輸支出は一二九〇億七七〇〇万元で、三・四％伸び（二〇〇七年度鉄道運輸企業の国有資産処分収入を鉄道整備に充てた一時金を控除すると、二二・六％増となる）、予算の達成率は一二二・四％であった。予算をかなり超過した原因は主として、予算の執行において車両取得税収の支出、自動車道路や鉄道などの交通・運輸施設整備費を増やしたことによる。高速道路網や鉄道、内陸水路、空港などの交通インフラ整備費は四九五億元であった。農村自動車道路整備のさらなる取り組みに向け、四九二億元を支出することにより、計三九万一〇〇〇キロに及ぶ農村自動車道路を新規建設、または改築した。

⒔ 一般的公共サービス支出は二五二二億九九〇〇万元で、八・七％伸び、予算の九五％を達成した。その内、政府機関の運営など基本的公共事務管理とサービス分野への支出は四・三％減の一二七二億三三〇〇万元で、予算の八九・六％を達成した。所期予算が達成されなかったのは主とし
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て、年初予算には個人経営者管理費と自由市場管理費の撤廃による商工行政管理部門への転移支出が含まれていたが、予算の執行において財政力補強目的の移転支出へ組み替えられ、また中央・政府機関事務経費の圧縮分を震災救援対策に充てたからである。国の債務利払費は二六・二％増の一二五〇億六六〇〇万元で、予算の一〇一・二％を達成した。
以上の諸科目を集計すると、人民大衆の生活に直結する教育や医療衛生、社会保障・雇用、保障型住宅、文化など民生諸分野向けの中央財政支出は計五六〇三億六四〇〇万元で、二九・二％の伸びとなった。「三農」向けの中央財政支出は計五九五五億五〇〇〇万元で、一六三七億元増え、三七・九％伸びた。その内、農業生産分野への支出は二二六〇億一〇〇〇万元、農民向けの四項目の補助金（食糧生産直接補助金、農業生産財総合補助金、良質種子補助金と農機具購入補助金）支出は前年度より倍増し、一〇三〇億四〇〇〇万元となり、農村の教育や医療衛生、社会保障・雇用、保障型住宅、文化など社会諸事業の発展を促進させるための支出は二〇七二億八〇〇〇万元、主要農産物備蓄費と利子などの支出は五七六億二〇〇〇万元であった。中央から地方への租税還付金と財政力補強目的の移転支出一兆二五五九億三二〇〇万元（上述の項目別支出枠に組み入れた特別移転支出と財政力補強目的の移転支出を控除した金額。附表４を参照）のほとんども民生と「三農」の支出に用いられた。

（三） 財政面のマクロコントロールは積極的かつ効果的なものであった

国内外の経済情勢の発展や変化を踏まえ、中央はマクロコントロールの方向に対し、二回にわたって重要な調整を行った。昨年の中頃、マクロコントロールの第一義的任務を、経済の過熱化と明らかなインフレーションの防止から、「経済の安定した比較的速い発展の維持と過度な物価上昇の抑制」へといち早く切り換えた。同年九月、さらに断固としてマクロコントロールの力点を経済成長の急速な下落を防ぐ方面に移した。中央のマクロコントロールの方向に従い、昨年の中頃、穏健な財政政策を実施する過程において、より積極的な税財政政策・措置を多く講じ、十月以降、積極的な財政政策をいっそう明確に実施した。租税・費用を適宜に減免したり、輸出租税還付率を何度も引き上げたり、中央政府の公共投資や重点支出を増やしたりしたが、これらの措置は経済の安定した比較的速い発展を促す上で重要な役割を果たした。

中央政府の公共投資の適正な伸びを保った。年初予算で中央の財政赤字と建設国債を適切に減らす一方、中央の基本建設投資を増やした。予算の執行において、震災救援対策の必要性に応じて、支出の規模と構造を調整し、中央震災復旧・再建基金を設立することにより、被災地域の復旧・再建を大いに支援した。第４四半期になると、国際金融危機の影響に対応するため、積極的な資金調達を通じて、中央政府の公共投資を新たに一〇四〇億元増やし、被災地域の復旧・再建の加速化や保障型安住プロジェクトなどの民生関連プロジェクトの建設と農業の基盤施設整備の取り組みにそれを振り向けた。

物価の安定と価格面の矛盾の緩和を促進した。農業生産財総合補助金と良質種子補助金を大幅に増やした。三回にわたって食糧最低買付価格をかなり大幅に引き上げ、国内で供給不足となっている農産物や重要な原材料などの輸入を拡大するとともに、食糧や化学肥料などの輸出を厳しく抑制し、重要商品の備蓄に対するコントロールを強化した。また、精製油値上げの影響をかなり大きく受けた漁業などの五業種に対し補助政策を実施した。価格面の矛盾が短期には解決しがたい一部の資源関連製品の生産企業を積極的にサポートした。低所得層の補助金基準を早急に引き上げると同時に、一般大学の全日制本科・専門科の在学生と院生に対しても一時的な食事手当を支給した。

企業と住民の負担を軽減した。新たな企業所得税法の施行により、企業の税負担を減らした。個人所得税の給与所得控除額を引き上げ、通常預金と証券取引決済性預金の利子分の個人所得税も一時的に免除した。安価賃貸住宅とエコノミー住宅（低所得層向けの安価分譲住宅）の建設、及び賃貸住宅市場の発展を促す税財政支援策を実施し、住宅取引の税負担を軽減した。証券取引印紙税率を引き下げ、同税目を転売時のみの課税制に移行した。自動車消費税政策が調整された。経営難に陥った企業の社会保険料納付を段階的に猶予したり、四種目の社会保険料率を引き下げたりすることを許可した、等が挙げられる。大まかな統計によれば、二〇〇八年度諸般の租税・費用減免政策を実施したことで、企業と住民の負担総額が約二八〇〇億元軽減された。
中小企業の発展を助成した。中央と省レベルの財政から二八六億四〇〇〇万元を支出することにより、中小企業の技術革新や製品のグレードアップ、国際市場の開拓を促した。ベンチャー・キャピタルのモデル事業を推し進めた。中小企業の信用保証システムの充実化をはかる一方、中小企業向けの信用保証業務を取り扱う業者に対して奨励と補助を与えた。担保付小口ローンの対象枠を広げ、当該ローンに対する中央財政の利子補給基準を引き上げ、融資奨励とリスク分担・補償メカニズムを築き上げた。中小企業の発展に資する税制優遇策を積極的に実施した。
輸出の安定化をサポートした。四回にわたって紡績や衣料などの労働集約型製品や、付加価値と新技術応用度の比較的高い製品の輸出租税還付率を引き上げた。一部の鋼材や化学工業製品、食糧の輸出税を撤廃するとともに、一部の化学肥料の輸出税を引き下げ、さらにその徴収方式を調整した。
（四） 災害救援対策活動に対し有力な保障を提供した
昨年の初頭、南部の一部の地域で発生した低温・雨・雪・結氷災害への対策を極力保障するため、全国の財政は災害救援資金として四七九億一〇〇〇万元を拠出した。一時的な生活難に陥った被災者救済への取り組みに力を入れ、彼らの基本的生活を全力をあげて保障した。また、農業生産の回復や倒壊した家屋の再築、及び電力網や交通、教育などの基盤施設復旧への支援に力を入れた。「五・一二」四川省EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぶん),汶)

EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(せん),川)巨大地震が発生した直後、財政応急保障対策案を迅速に立ち上げ、積極的に効果的な措置を取り、震災救援対策資金を早急に計上して、それを確実に保障した。中央財政は緊急災害救援資金を三八四億三七〇〇万元、地方財政も震災救援対策資金を二四三億二八〇〇万元拠出した。また、中央の震災復旧・再建基金へ七四〇億元繰り入れたが、六九八億七〇〇〇万元が執行済みである。その内、都市農村の住宅再築に三八〇億元、基盤施設復旧に九七億四九〇〇万元、産業復興に四八億元、防災減災能力整備に二四億三六〇〇万元、それぞれ振り向けた（附表６を参照）。中央・政府機関事務経費を五％圧縮し、その削減分を特別資金として震災救援対策に充てた。一九の省・直轄市が毎年それぞれの地方財政一般歳入予算から少なくとも一％の比率で資金を拠出し、カウンターパート方式の支援を行うこととした。震災救援対策と災害復旧・再建につながる税財政政策を実施した。災害救援資金・物資に対する監督・管理を厳しくし、効果的な運用を促した。
（五） 税財政の制度改革を着実に推進した
国内企業と外国系企業の所得税制度が一本化された。消費型付加価値税への転換改革の試行枠を東北三省と中部地域の二六の旧工業基地都市から、内モンゴル自治区の東部地区及び四川省EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ぶん),汶)

EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(せん),川)地震で深刻な被害を受けた地域へと広げ、二〇〇九年一月一日より全国的範囲で実施する案も公表した。新たな耕地占用税暫定条例とその実施細則を施行した。内外の企業・個人に係る不動産租税制度を一本化させた。精製油租税・費用改革案を検討した上で、提出した。財政力と権限と釣り合った財政体制を確立し、健全化させるという要請に従い、県クラスの基本的財政力保障の仕組みづくりに関する原案を検討し、提出した。省による県財政の直接管理及び県による郷財政の管理を目指した財政管理方式の改革を推し進めた。国有農場の租税・費用改革を実施した。試行対象となっている一四の省・自治区において農村義務教育の「九年制普及」により生じた債務の整理・償却作業をサポートした。基本支出面の定員数に基づく予算定額化と実物費用定額化の試行枠が拡大された。全国人民代表大会の審議を求める部門別予算案の件数は、二〇〇七年度の四〇件から昨年度五〇件に増えた。すべての中央部門とその所管の一万二千余りの末端予算事業体、及び二八万余りの地方末端予算事業体において、国庫集中支払制度の改革を行った。ほとんどの中央部門及び省レベルの全部門で租税外収入の徴収・上納制度改革を推し進めた。政府調達の範囲と規模を拡大した。国有資本経営予算制度のモデル事業を実施し、中央の国有資本経営予算を全面的に試行した。

（六） 財政管理が絶えず強化されている

第十一期全国人民代表大会第一回会議の関連決定・決議及びその財政経済委員会の関連意見に従い、租税の徴収・管理強化や支出構造の調整、税財政制度改革の深化を進めると同時に、財政予算に対する管理をいっそう強化した。中央財政からの財政力補強目的の移転支出と特別移転支出の試算額を前もって地方に知らせることにより、地方予算編成がより完全なものになるようにした。予算編成を細分化して、年初予算の精度を高めた。通達と監督・検査制度を確立し、予算の執行を強化した。公務用デビットカード管理の試行を促した。予算支出の運用実績評価の試行枠を二〇〇七年度の四部門・六項目から七四部門・一〇八項目に広げた。費用徴収や基金を全面的に整理し、全国的範囲で商工行政管理部門が徴収している個人経営者管理費と自由市場管理費を統一的に撤廃した。租税外収入管理のさらなる強化のための意見を検討、提出し、二〇一一年までに租税外収入を予算管理枠に組み入れる計画を策定した。災害救援対策と民生関連の資金、及び重要な税財政政策の執行状況に対する監督・検査への取り組みに力を入れた。財政面の政務公開作業にも新たな進展が見られた。

以上から全般的に見れば、二〇〇八年度の予算執行状況は比較的良好であり、経済の安定した比較的速い発展と社会の調和・安定が大いに促進された。これは党中央と国務院が力強い指導を行い、科学的に政策決定を行ったたまものであり、また各地域と各部門、とりわけ税務や税関などの諸部門がサポートに力を入れ、密接に協力してくれたたまものである。それと同時に予算執行と財政活動に見られる次のような諸問題についても、われわれは冷静に認識しなければならない。つまり、財政への経済成長減速のしわ寄せが一段と強まり、財政の収入減・支出増の要因が多くなり、財政収支逼迫の矛盾が浮き彫りになっていること。財政支出構造はなお最適化する余地があり、経済社会発展の脆弱な部分への支援をさらに強化する必要があること。租税・費用構造には不合理的なところがかなり見られ、租税制度がまだ健全化されておらず、国民所得分配における政府の役目を規範化すべきであること。移転支出制度が十分に完備されておらず、省クラス以下の財政体制もまだ健全化されておらず、一部の県・郷の公共財政保障能力が比較的脆弱であること。予算編成をいっそう細分化し、予算執行面の均衡性をさらに向上させる必要があること。財政資金の損失や無駄遣い、使い込み、流用といった現象が今もなお存在しており、それに対する監督・管理をいっそう強化する必要があること、などが挙げられる。われわれはこれらの問題を大いに重視しており、今後とも引き続き効果的な措置をとり、それを解決するよう努めなければならない。

二、二〇〇九年度中央と

地方の予算案について

（一） 当面のわが国の経済・財政状況

二〇〇九年、わが国の経済の発展は厳しい試練に見舞われる一方で、大きなチャンスも孕んでいる。国際金融危機がなお蔓延しつつある中、世界経済の成長減速と国内経済の周期的調整が重なり、短期的な困難と長期的な矛盾が入り組んでいるため、経済の安定した比較的速い発展を維持することがますます難しくなっている。財政は国民経済の運営を総合的に映し出すものと言われる。二〇〇九年度の財政はかなり困難で、収支逼迫の矛盾が非常に際立つであろう。歳入面から見れば、経済成長の減速など諸要因のマイナス影響を受け、わが国の経済発展はさらに厳しくなり、企業の収益が下がり、歳入の財源が目に見えて少なくなっている。それと同時に、経済の安定した比較的速い発展を保つには、積極的な財政政策を実施し、構造的減税を行う必要もある。さらに、ここ数年の大幅な歳入増には特殊な要因が存在していたが、二〇〇九年度にはこれらの特殊要因が少なくなるか、もしくは消えてしまう。こうした事情も歳入増をますます困難なものにするであろう。他方で支出面から見れば、政府の公共投資の規模拡大、民生の保障と改善、「三農」や教育、社会保障・雇用、医療衛生、省エネ・排出削減など経済社会発展の重点諸分野への取組の強化、一部業種と企業の経営難緩和策、災害復旧・再建等々において、いずれも財政の投入を大きくする必要がある。また、歳出のベースがかなり大きくなり、その下方硬直性も強まり、これも財政支出の圧力を高めることになろう。だが、困難を意識すると同時に、次のようなプラス材料にも目を向けなければならない。わが国はまさに重要な戦略的チャンスにめぐまれる時期にあり、経済社会発展のファンダメンタルズと右肩上がりの長期トレンドは変わっていない。改革開放の三十年間に良好な物的・技術的・体制的基盤がうち固められた。工業化と都市化が急速に進められ、極めて大きな需要の潜在力が生み出されている。その上、社会の資金保有量が潤沢で、労働力資源も豊富である。さらに、内需の拡大を目指す中央の一連の政策・措置によってすでに経済の安定した比較的速い発展が力強く推し進められており、またこれからもそれが継続して促されていくことから、財政の収入増に向けて確固とした土台が築き上げられるであろう。　　　　　　　　

（二） 財政予算の編成と財政活動の全般的な要請

国内外の経済情勢の発展や変化に鑑み、中央は経済の安定した比較的速い発展を保つことを二〇〇九年度経済活動の最重要課題に位置づけ、内需拡大による成長の維持や、構造調整によるレベルの向上、改革の強化による活性化、民生重視による調和の促進といった要請に従い、積極的な財政政策の実施をうち出した。二〇〇九年度財政予算の編成と財政活動の指導思想は次の通りである。党の第十七回大会と十七期三中全会及び中央経済活動会議の主旨を全面的に貫徹し、鄧小平理論と「三つの代表」の重要な思想を指針として、科学的発展観を深く貫徹するとともに着実に実践し、積極的な財政政策を実施し、政府の公共投資を拡大し、構造的減税を行うとともに、国民所得分配の枠組みを調整し、財政支出構造を最適化させて、民生を着実に保障、改善し、税財政の制度改革を推し進め、科学技術イノベーションと省エネ・排出削減をサポートし、経済の成長や構造の調整、地域間のバランスのとれた発展を促す。また、財政に対する科学的な管理を強化し、財政資金の運用効果を向上させ、財政の機能を積極的に発揮させ、経済社会の良好かつ急速な発展を推し進める。

積極的な財政政策の実施については、主として次の五つの面に具現させなければならない。

⒈ 政府の公共投資を拡大し、重点建設の強化に力を入れること。これは内需をいっそう拡大し、経済の安定した比較的速い発展を保つ上での重要な措置である。二〇〇八年末、保障型住宅や災害復旧・再建などへの中央政府の公共投資を一〇四〇億元追加したが、これを踏まえ、二〇〇九年度の中央政府の公共投資に四八七五億元増の九〇八〇億元を計上する。その内、農業の基盤施設及び民生プロジェクト整備へ二〇八一億元、保障型住宅建設へ四九三億元、教育や医療衛生など社会諸事業の建設へ七一三億元、震災復旧・再建基金へ一三〇〇億元、省エネ・排出削減と生態整備へ六八〇億元、企業の自主イノベーションと技術改良及びサービス業発展の助成へ四五二億元、鉄道や自動車道路、空港、港湾などのインフラ整備へ二三一七億元、それぞれ振り向ける。（附表７を参照）

⒉ 租税・費用改革を推進し、構造的減税を実施すること。改革と税制の適正化を結びつけて、構造的減税を実施し、企業と住民の税負担を軽減し、企業の投資を拡大し、住民の消費力を高める。消費型付加価値税制を全面的に実施し、企業の税負担を軽減することにより、企業が自主イノベーションと技術改良への投入を増やすよう促す。精製油租税・費用改革を推進し、租税・費用面の負担を公平にし、省エネ・排出削減を促進する。一〇〇項目の行政・事業関連の費用徴収を廃止し、もしくは停止する。個人所得税の給与所得控除額の引き下げや、一部製品の輸出租税還付率の引き上げ、一部製品の輸出関税の撤廃或いは引き下げ、証券取引印紙税率の引き下げと転売時のみの課税制への移行、通常預金と証券取引決済性預金利子分の個人所得税の一時的免除、住宅取引に係る租税・費用の引き下げなど、二〇〇八年より実施し始めた一連の租税・費用減免政策を継続させる。これにより、二〇〇九年度には企業と住民の負担が約五〇〇〇億元軽減されるであろう。

⒊ 低所得層の収入を引き上げ、消費の需要を大いに創出すること。国民所得の分配構造を調整し、分配国民所得に占める住民所得の割合と第一次分配に占める労働報酬の割合を引き上げ、住民の消費力を強め、消費の経済成長に対する牽引効果を向上させる。税財政政策の役割を十分に発揮させ、財政補助の規模を大きくし、中低所得層の収入を重点的に増加させる。農民向けの補助をさらに増やすため、二〇〇九年度中央財政は食糧生産直接補助、農業生産財総合補助、良質種子補助と農機具購入補助の四項目の補助金を二〇〇億四〇〇〇万元増の一二三〇億八〇〇〇万元計上し、一九・四％の伸びとする。これにより食糧最低買付価格の大幅な引き上げをサポートし、農民の収入増をはかる。都市農村部の最低生活保障者向けの補助金基準を引き上げ、春節（旧正月）前に都市農村部の最低生活保障者などの生活困窮家庭に対し、補助の一時金を支給するとともに、企業定年退職者の基本養老年金を増やし、優遇・見舞対象者の扶助手当と生活補助の基準を引き上げる。このための支出として、二二〇八億三三〇〇万元を計上する。事業体の所得分配制度の改革を推し進める。それと同時に財政の資金投入を増やし、消費需要を引き出し、誘導するとともに、家電と自動車を農村に普及させる補助政策を実施し、食糧や石油、非鉄金属、特殊鋼材など重要物資の備蓄を増やす。このための資金として一〇三三億四一〇〇万元を計上する。

⒋ 財政の支出構造をさらに最適化させ、民生を保障、改善すること。農村の改革と発展を支援するため、中央財政は「三農」支出に一二〇五億九〇〇〇万元増の七一六一億四〇〇〇万元を計上し、二〇・二％の伸びとする。民生を大いに保障、改善するため、中央財政は教育や医療衛生、社会保障・雇用、保障型住宅、文化諸分野において人民大衆の生活に直結する民生関連の支出を七二八四億六三〇〇万元計上し、比較可能な基準で計算して、一六五三億三四〇〇万元増え、二九・四％の伸びとする。一般支出を厳しく規制し、行政コストをさらに引き下げる。

⒌ 科学技術イノベーションと省エネ・排出削減へのサポートに力を入れ、経済構造の調整と発展パターンの転換を推し進めること。科学技術への投入を強化するため、中央財政は科学技術支出に二九七億七四〇〇万元増の一四六一億三〇〇万元を計上し、二五・六％の伸びとする。企業の技術改良と技術進歩の加速化を促進するために、技術改良向けの利子補給金を二〇〇億元計上する。これをもって銀行が融資を増やし、業種振興計画のプロジェクトを重点的に支援するよう誘導する。省エネ・排出削減への投入を増やし、四九五億元の資金を計上することにより、省エネ技術の改良や立ち遅れた生産能力の淘汰などを支援する。資源の有償使用制度と生態環境補償メカニズムの改革を穏当に進める。資源税制度を改革し、充実させ、資源の合理的な利用を促す。中小企業の発展助成に九六億元の資金を配分する。産業構造の最適化と高度化を速め、自主イノベーション能力を向上させ、経済発展のパターン転換を促す。

二〇〇九年度予算の収支総量と財政赤字について。八％程度のGDP成長率など二〇〇九年度の経済発展の所期目標を踏まえ、消費型付加価値税への転換改革、輸出租税還付率の引上げなど租税・費用面の構造的減免政策の実施や、政府の公共投資の規模拡大、消費需要の創出と民生改善につながる支出の増大など積極的な財政政策を実施する過程に現われる収入減・支出増の諸要因、及び精製油租税・費用改革後に取り組む道路整備費から精製油消費税制度への移行などを考慮に入れ、中央財政の諸般の収支について具体的に分析、推計した。それに基づいて、二〇〇九年度予算の主要指標を次のように設定する。中央の財政収入は三兆五八六〇億元で、二〇〇八年度の執行額（以下同）より三一八八億一〇〇万元（精製油租税・費用改革後に増加する消費税収入分を含む）増え、九・八％の伸びとする。また、中央予算安定化基金から五〇五億元を受け入れることとする。これにより歳入総額は三兆六三六五億元となる。一方、中央の歳出は四兆三八六五億元で、前年度比八四八五億一〇〇万元増え、二四％の伸びとする。その内訳は、中央レベルの支出は一兆四九七六億元で、前年度比一六〇一億六九〇〇万元増え、一二％の伸びとする。地方への租税還付金と移転支出は二兆八八八九億元で、前年度比六八八三億三二〇〇万元増え、三一・三％の伸びとする。中央財政の歳入歳出を差し引くと、七五〇〇億元の赤字となる。国債発行の規模を拡大することにより、それを補填する。中央財政の国債残高限度額を六兆二七〇八億三五〇〇万元に定める。地方レベルの収入は六％増の三兆三七〇億元で、それに中央からの租税還付金と移転支出収入分二兆八八八九億元を加えると、地方の歳入は五兆九二五九億元で、前年度比八六〇八億四一〇〇万元増え、一七％の伸びとなる。地方の歳出は六兆一二五九億元で、前年度比一兆二二〇六億二八〇〇万元増え、二四・九％の伸びとする。地方財政の収支ギャップについて、国務院は地方公債二〇〇〇億元を発行することを認め、財政部が地方に代わってそれを発行し、省レベルの予算管理枠に組み入れることとした。中央と地方の財政予算案をまとめて見ると、全国の歳入は前年度比八％増の六兆六二三〇億元（中央予算安定化基金からの受け入れ分五〇五億元は含まず）で、全国の歳出は二二・一％増の七兆六二三五億元となる。全国財政の収入ギャップ九五〇〇億元は公債の発行により補填される。（附表８、附表９を参照）

二〇〇九年度、財政赤字と国債発行規模を拡大するのは、国際金融危機に能動的に対処するための特別措置であり、必要なものである。一方では、経済成長の減速や企業と住民の税負担の軽減によって、必然的に財政収入の伸び率低下がもたらされる。もう一方では、積極的に財政の機能を発揮させ、政府の投資と支出を大幅に増やして、経済
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の安定した比較的速い発展を促し、民生を保障し、改善させ、改革の深化を推し進めていかなければならない。歳入減・歳出増による収支ギャップを補填するため、財政赤字をかなり大幅に増やし、それに応じて国債の発行規模を拡大しなければならない。ここ数年の財政赤字は年々縮小しており、二〇〇九年度の財政赤字の増幅がやや大きくなるものの、当年度の財政赤字の対GDP比は三％以内に抑えられ、国債残高の対GDP比は二〇％程度となる見通しで、これはわが国の総合国力から見て許容できるものであり、全般的に安全である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ただし、次のことを説明しておかなければならない。つまり、上記の中央財政の収支予算から、精製油租税・費用改革で撤廃された道路整備費などの財源補填のため地方に交付すべき消費税収分二二〇〇億元を控除した場合、中央財政の収入は三兆三六六〇億元となり、二〇〇八年度より九八八億一〇〇万元増え、三％の伸びとなる。また精製油租税・費用改革による支出増加分や震災復旧・再建支出への繰入れ、及び内需創出に向け特別に追加する政府公共投資が含まれない場合、中央財政の経常支出は一〇・四％増となる。

中央予算安定化基金の運用状況について。二〇〇八年度の収入超過分から一九二億元を受け入れ、同基金の残高は六二四億元となった。二〇〇九年度予算への繰入額は五〇五億元で、残りの一一九億元は予算執行中の不時の必要に備えるものとする。

（三） 中央財政の主要収入項目の設定

国内付加価値税収入は一兆四五六三億元で、一〇六五億五八〇〇万元増え、七・九％の伸びとする。これは主として、付加価値税と商工業付加価値の伸率弾性値に基づき、さらに消費型付加価値税への転換改革によってもたらされる約一〇〇〇億元の収入減要因を考慮したうえで算定したものである。

国内消費税収入は四四三四億元で、一八六六億二〇〇〇万元増え、七二・七％の伸びとする。これは主として、精製油租税・費用改革の実施や精製油消費税の単位当たり税額の引き上げ、道路整備費などの撤廃に伴う消費税収入の増加、及びタバコ、酒類、自動車など商品の売上げ見込み額に基づいて算定したものである。

輸入税収入は九八九五億元で、七三三億九八〇〇万元増え、八％の伸びとする。これは主として、輸入税収と一般貿易輸入額の伸率弾性値に基づき、さらに大口商品価格の下落要因を考慮したうえで算定したものである。

企業所得税収入は七六〇五億元で、四三一億六〇〇〇万元増え、六％の伸びとする。これは主として次の要因を考慮したうえで算定したものである。二〇〇八年度企業の利潤達成額の伸び幅が縮小したことで、二〇〇九年度上半期に年末調整で追徴する企業所得税額が減少する。同時に、二〇〇九年度企業の利潤達成額の伸びは明らかに減速し、当年度予納する企業所得税の伸び率もそれに応じて低下することが予想される。

個人所得税収入は二三九〇億元で、一五五億八二〇〇万元増え、七％の伸びとする。これは主として、二〇〇八年三月一日より個人所得税の給与所得控除額を引き上げたことや、同年十月九日より通常預金と証券取引決済性預金利子分の個人所得税の一時的免除など諸政策の繰り延べ効果による収入減の要因、及び都市部住民一人当たりの可処分所得の所期伸び率を考慮したうえで算定したものである。

証券取引印紙税収入は二四五億元で、七〇四億六八〇〇万元減り、七四・二％下がる。これは主として、株式市場の一日平均出来高に基づき、さらに二〇〇八年度の証券取引印紙税率の大幅な引き下げや転売時のみの課税制への移行など収入減の諸要因を考慮したうえで算定したものである。
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輸出租税還付金は六七〇八億元で、八四二億一〇〇〇万元増え、一四・四％の伸びとする。それに応じて財政収入が減少する。これは主として、一般貿易輸出額の所期伸び率に基づき、さらに二〇〇八年下半期以来の数回にわたる一部製品の輸出税還付率の連続引き上げによりもたらされる二〇〇九年度輸出租税還付金額の大幅な増大などの要因を考慮したうえで算定したものである。

車両取得税収入は九七〇億元で、一九億七五○○万元減り、二％下がる。これは主として自動車販売の所期伸び率、及び排気量一・六リットル以下の乗用車の車両取得税率を五％に引き下げることを考慮したうえで算定したものである。（附表⒑を参照）

（四） 中央財政の主要支出項目の設定
内需の拡大や経済成長の維持、構造の調整、民生の重視という中央の方針に従い、支出構造の調整をさらに推し進め、統一した計画の下で各方面を配慮し、メリハリをつけた上で、農業や教育、医療衛生、社会保障・雇用、保障型安住プロジェクト、科学技術、環境保護、震災復旧・再建などの諸支出へ重点的に配分する。主要支出項目について下記のように設定する。（附表⒒を参照）

⒈ 農業・林業・水利関係支出は三四四六億五九〇〇万元で、七四四億三九〇〇万元増え、二七・五％の伸びとする。食糧生産を安定化し、発展させ、農民の収入増をはかる。農業生産財総合補助に五・六％増の七五六億元を計上する。農機具購入補助金を二・二五倍増の一三〇億元へと大幅に増やし、その適用枠を九品目から一二品目へと広げるとともに、補助範囲も全国のすべての農業・牧畜業県をカバーする。農作物の良質種子補助金の規模を拡大し、水稲の良質種子補助を全国に行き渡らせた後で、小麦やトウモロコシなどの良質種子補助の対象地域をさらに広げる。このため、二五・四％増の一五四億八〇〇〇万元を計上する。全国で五〇〇〇万トンの食糧を新たに増産するための能力整備を、段取りを追って計画的に進めることをサポートする。新しい貧困脱却扶助基準を実行し、農村低所得層向けの新しい貧困脱却扶助政策を全面的に実施するため、貧困脱却扶助経費として一七・九％増の一九七億三〇〇〇万元計上する。農業の構造調整を推し進めるため、現代農業の生産発展資金として二〇・四％増の六五億元を計上することにより、各地域が優位性や特色をもつ、安全で高効率の農業を発展させることをサポートする。融資の利子補給や補助金供与などの支援方式を充実させ、農業産業化の発展を促進する。農業総合開発資金として一五・七％増の一四七億元を計上する。食糧主要生産区を重点とし、中・低収穫高の農地改良を速め、農業の総合生産能力を増強させる。現行の農業保険料補助政策を定着させる上、作物栽培業補助金率の適正な引き上げを検討し、補助対象品種を着実に増やす。これに向けて三一・九％増の七九億八〇〇〇万元を計上する。農業インフラの整備強化に一二九五億一〇〇〇万元を計上し、大中型ダム及び老朽化した重点小型ダムの危険要素排除・補強のさらなる取り組みへの支援に力を入れるとともに、灌漑地区の改造と小型農地水利施設の整備を強化する。農村の飲用水安全プロジェクトとメタンガス・プロジェクトへの投入を一段と増大させることにより、さらに六〇〇〇万人の飲用水安全問題を解決し、メタンガス利用農家を五〇〇万戸増やす。

⒉ 教育支出は一九八〇億六二〇〇万元で、三八二億八〇〇万元増え、二三・九％の伸びとする。農村の義務教育経費の保障レベルをさらに向上させるために一六・一％増の六六二億五〇〇〇万元を振り向ける。これにより、農村における学費・雑費や教科書代の免除、貧困家庭の寄宿生向けの生活費補助などの政策を実施し、生徒一人当たりの小中学校事務経費基準額を中央の定めた基準定額、すなわち小学生年間三〇〇元、中学生年間五〇〇元に引き上げる。農村部義務教育段階における小中学校の校舎安全プロジェクトを実施する。補助金を四四・九％増の五七億七〇〇〇万元計上し、都市部義務教育段階の生徒の学費・雑費を免除すると同時に、農民就労者に随伴して都市に移ってきた子供の就学問題の解決を支援する。義務教育に携わる教師の業績給制度を実施するため、中央財政は一二〇億元の補助金を計上する。県クラスの職業教育センターと中等職業学校のモデル校づくりを強化し、中・西部地域における農村の中学校校舎の改修・改築を速め、農村寄宿制学校の付属施設の条件を改善するため、建設資金を一三七億元計上する。高等職業学院の国家クラス・モデル校づくりと職業教育実践・訓練基地の整備支援を継続するとともに、農村中等職業教育の無料化を逐次実施するため、補助金を一一五・三％増の四五億元計上する。貧困家庭の学生向けの支援金と国の学資ローン補助経費として二四〇億元を計上する。ハイレベルの大学と重点学科の整備促進を継続するため、高等教育支出として五〇二億五五〇〇元を計上する。

⒊ 医療衛生支出は一一八〇億五六〇〇万元で、三二六億一一〇〇万元増え、三八・二％の伸びとする。医薬・医療衛生体制改革を深化させ、二〇〇九年から三年間をかけて基本医療保障制度づくりなど五つの重点事業を進めることとする。新しいタイプの農村合作医療制度の充実化と都市部住民基本医療保険制度の全面的な構築に向けて、中央と地方財政はいずれも補助金基準額を一人当たり八〇元に引き上げる。このため、中央財政は補助金を三〇四億元計上する。中央財政は政策的に閉鎖または破産を進めた地方国有企業の定年退職者の都市部職員・労働者基本医療保険加入を助成し、これを踏まえて、政策的に閉鎖または破産させた中央所管の、もしくは中央が移管した国有企業及び法律に基づいて破産させた地方国有企業の定年退職者の同保険加入問題の解決に対しても、さらなる支援を与える。都市農村の医療救済強化に六四億五〇〇〇万元の補助金を計上する。国の基本的な医薬品制度を初歩的に確立して、患者に安心できる、安全かつ安価な医薬品を提供する。建設資金と設備購入補助金を一六五億三〇〇〇万元計上することにより、末端の医療衛生サービス体系を健全なものにし、二万九〇〇〇の郷鎮衛生院の整備及び五〇〇〇の中核郷鎮衛生院の改築・拡充工事を重点的にサポートするとともに、都市部のコミュニティー医療衛生サービス機構と郷鎮衛生院の医療設備の配備を助成する。重大伝染病の予防・治療などの公衆衛生活動を強化し、地方が指定医療項目リストに従って現地の都市農村住民に基本的公衆衛生サービスを無料提供することを支援するため、二四六億元の補助金を計上する。公立病院の改革テストを促進する。

⒋ 社会保障・雇用対策支出は三三五〇億六九〇〇万元で、六〇七億一〇〇〇元増え、二二・一％の伸びとする。社会保障の強化は民生を改善するための重要なEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(いしずえ),礎)となり、当面の困難に対処し、消費需要を創出するための重要な措置でもある。このため、社会保障支出に四三八億九八〇〇万元増の二九三〇億四九〇〇万元を計上し、一七・六％の伸びとする。一人当たりの月額を都市部一五元、農村部一〇元とする追加ベースで最低生活保障レベルを引き上げるために、四八・九％増の五四○億八〇〇〇万元の補助金を振り向ける。全国の都市農村部の最低生活保障者、農村の「五項目（衣・食・住・医・葬）の保護」世帯など七五七〇余万人の貧困層に対し、春節（旧正月）前に生活補助の一時金を支給するために、一〇〇億元を拠出する。二〇〇八年時点の企業定年退職者一人当たりの月平均基本養老年金の約一〇％に相当する割合で、引き続き企業定年退職者の養老年金水準を引き上げ、特別調整対象者へ傾斜させる一方、中・西部地域と東北地域等の旧工業基地に対し適切な援助を与えるため、中央財政は企業職員・労働者基本養老保険基金への補助金を一三九二億四一〇〇万元計上する。一部の優遇・見舞対象者の扶助手当基準を適宜に引き上げ、手当基準調整補助金を含めた扶助手当と生活補助金として一七五億一二〇〇万元を振り向ける。引き続き国有企業の政策的閉鎖・破産の仕事に取り組み、東北、中部地域の国有企業や一部の中央所管企業の集団所有制傘下企業の改革テストを推し進め、長江三峡ダム地区における移転住民の生産・生活問題の解決をサポートしていく。

より積極的な雇用政策の実施をサポートするため、雇用助成金を一六八億一二〇〇万元増の四二〇億二〇〇〇万元計上し、六六・七％の伸びとする。政府の公共投資と重要プロジェクト建設による農民就労者の雇用促進の役割を発揮させ、農業、林業、水利などの政府公共投資プロジェクトの建設において、労務提供による救済の方式を積極的に採用する。雇用支援に力を入れ、就職難を抱える人々やゼロ就業家庭及び被災地域の人々の就業を重点的に支援し、郷里で創業する農民就労者に対し政策上の援助を与える。都市農村の末端部や中・西部地域、中小企業における大卒者の就職を促す優遇政策を実施する。一時帰休者・失業者と農民就労者の職業技能養成へのサポートに力を入れ、特別訓練計画の実施に取り組み、企業によるOJT（在職養成）を奨励する。租税・費用の減免や担保付小口ローンへの利子補給、社会保険料補助、公益性を有する雇用創出補助、職業訓練補助など諸般の税財政政策を活用して、中小企業とサービス業の雇用創出をサポートする一方、自助努力による創業や就職活動を促す。

⒌ 保障型住宅プロジェクト支出は四九三億一〇〇万元で、三一一億一一〇〇万元増え、一七一％の伸びとする。安価賃貸住宅建設とバラック居住区再開発への投入を増やすとともに、中・西部地域に対し補助金の基準を適切に引き上げる。実物配給を主要方式としながら、賃貸補助金の給付と結び付けて、二六〇万世帯に上る都市部低所得層の住宅難問題、及び営林地域や開墾地域、炭鉱地域のバラック居住区に住んでいる八〇万世帯の住民の転住と住宅修繕・改築問題を解決する。農村の老朽化した家屋の改築を強化し、少数民族地区の遊牧民定住プロジェクトを実施する。

⒍ 文化事業支出は二七九億七五〇〇万元で、二六億九四〇〇万元増え、一〇・七％の伸びとする。公益的文化事業の発展に大いに力を入れ、消費分野を広げる。全国の各級文化部門と文化財部門が系統別に管理している公共博物館や記念館及び全国愛国主義教育モデル基地の無料開放をサポートする。最重要遺跡保護プロジェクトの実施を推し進め、国家重点文化財の保護を強化する。全農村における中央ラジオ・テレビ放送番組の無線受信や全国の文化情報資源の共有化、農村の映画放映のデジタル化、農家図書室など農民に実益をもたらす文化プロジェクトの推進を支援する。文化体制の改革を推し進め、営利的な文化事業体の企業への転換を促し、文化産業を発展させる。

⒎ 食糧・食用油等物資備蓄関係支出は一七八〇億四五〇〇万元で、六七五億三五〇〇万元増え、六一・一％の伸びとする。食糧生産直接補助金を二五・八％増の一九〇億元とする。食糧・食用油や石油、非鉄金属、特殊鋼材など重要物資の備蓄増と備蓄施設の整備強化に七八三億四一○○万元を計上し、内需創出を促す。食糧最低買付価格の大幅な引き上げを支援するため、買付・備蓄資金と利払費を遅滞なく全額配分する。全国的範囲でカラーテレビや冷蔵庫、洗濯機、携帯電話、コンピューター、湯沸かし器、エアコンなどの家電製品及びオートバイを購入する農民に対して、販売価格の一三％の基準で財政補助を与える。このため、農村における家電普及の補助金を九倍増の二〇〇億元計上する。また、農用三輪・四輪車を廃棄処分して軽トラックに買い換えたり、排気量一・三リットル以下の小型乗用車を購入したりする農民に対し財政補助の一時金を支給するため、五〇億元の補助金を計上する。農村の物流システムの整備を強化し、現代サービス業の発展を促すため、七四億元を振り向ける。

⒏ 科学技術支出は一四六一億三〇〇万元で、二九七億七四〇〇万元増え、二五・六％の伸びとする。科学技術の進歩と自主イノベーションを速め、経済構造の戦略的調整を推し進める。基礎研究と応用研究への投入を増やし、その経費として九三八億一〇〇万元を計上する。科学技術重要特別プロジェクトの実施を確保するために、三二八億元を振り向ける。国家（重点）実験室、科学研究機構及び大学の科学研究環境づくりと能力整備を支援する。企業の技術改良と自主イノベーションを促し、ハイテク産業とプラント製造業の発展を速め、ハイテク成果の産業化を推し進める。中小企業の発展と技術革新をサポートする。地域別科学技術イノベーション・システムの整備を推し進め、産・学・研の有機的な結合を促す。

⒐ 環境保護支出は一二三六億六二〇〇万元で、一九六億三二〇〇万元増え、一八・九％の伸びとする。省エネ・排出削減資金を一七％増の四九五億元計上することにより、省エネ技術の改良や、立ち遅れた生産能力の淘汰、高効率・省エネ製品と新エネルギー自動車の普及、「三つの河」（淮河、海河、遼河）と「三つの湖」（太湖、巣湖、滇池）及び松花江流域の水質汚濁対策、中・西部地域における都市部汚水・廃棄物処理施設関連ネットワークの整備及び重要な排出削減プロジェクトなどを助成する。石炭などの鉱産物資源にかかわる有償使用制度と生態環境補償メカニズムを健全化させる。新エネルギーと再生可能エネルギーの発展を促す。天然林保護や耕地の林地復元、牧場の草地復元など重点プロジェクトの整備を強化するため、五二〇億九六〇〇万元を計上する。
⒑ 公共安全支出は一一六一億三一〇〇万元で、二八五億五四〇〇万元増え、三二・六％の伸びとする。公安・検察・司法経費保障メカニズムの改革を実施し、同経費の項目別保障政策を徹底させるとともに、地方とりわけ中・西部地域の末端部の経費補助金を増やし、事務経費の正常な増加メカニズムを確立し、公安、武装警察部隊の建設と情報化整備を強化する。
⒒ 震災復旧・再建資金は一〇八〇億元とする。このほか、国有資本経営収益から一四〇億元、宝くじの公益金から五〇億元、新規建設用地有償使用料の中央分益金から三〇億元をそれぞれ計上する。以上の金額を合わせると、中央の震災復旧・再建基金は一三〇〇億元となる。この資金は計画に基づき、被災地域の都市農村の住宅やインフラ施設、産業復興及び生態環境などの諸事業に充てられる。
⒓ 国防支出は四七二八億六七〇〇万元で、六二七億二六〇〇万元増え、一五・三％の伸びとする。将兵の生活待遇の改善や、軍隊の情報化整備の強化、装備及び関連施設の適宜拡充、軍隊の緊急災害救援など応急対処能力の向上、四川省汶川震災地域における部隊基盤施設の復旧・再建支援などにそれを振り向ける。
⒔ 交通運輸支出は一八八七億二〇〇〇万元で、二八六億九一〇〇万元増え、一七・九％の伸びとする。北京＝上海高速鉄道と資源開発目的の西部幹線鉄道、内陸水路及び中・西部のローカル線空港などの整備を加速させるため、五四八億六○○○万元の資金を計上する。農村の自動車道路整備への投入を大きくし、少数民族地区、国境地域及び貧困地域向けの補助金基準を引き上げるため、建設資金を五四八億元計上する。これをもって農村道路を三〇万キロ新規建設し、もしくは改築する。都市部の公共交通、農村道路を利用する旅客運輸、タクシー業種に継続して補助を与えるため、一六八億四二○○万元の補助金を計上する。二〇〇九年から精製油租税・費用改革を実行に移し、政府が銀行の融資で建設した二級自動車道路の通行料を段取りを追って廃止する。これまで通行料の収入でまかなわれていた融資返済などの支出は改革後、中央財政の予算に組み入れ、特別補助金で補填する。それに応じて交通運輸支出を増やすこととする。
⒕ 一般的公共サービス支出は一三一三億六一〇〇万元で、九六億九六〇〇万元増え、八％の伸びとする。一般的支出を厳格に規制し、剰余金を総合的に運用することにより、中央レベルの支出を四六億二九〇〇万元減の一〇一三億八六〇〇万元計上し、四・四％低下させる。自助努力で職を探す軍隊幹部の退役金や、大規模地質災害の対策、地質や鉱物資源の調査と保護などの諸方面に向け、地方補助金を一四三億二五〇〇万元増の二九九億七五〇〇万元計上し、九一・五％の伸びとする。
⒖ 国債利払費は一三七一億八五〇〇万元で、九三億一六〇〇万元増え、七・三％の伸びとする。
上述の諸科目を集計すると、二〇〇九年度中央財政の人民大衆の生活に直結する教育や医療衛生、社会保障・雇用、保障型住宅プロジェクト及び文化分野などの民生関連支出は計七二八四億六三〇〇万元で、比較可能な基準で計算すると、一六五三億三四〇〇万元増え、二九・四％の伸びとなる。「三農」に振り向ける中央財政支出は計一二〇五億九〇〇〇万元増の七一六一億四〇〇〇万元で、二〇・二％の伸びとなる。その内、農業生産への支出は二六四二億二〇〇〇万元、農民向けの四項目の補助金（食糧生産直接補助金、農業生産財総合補助金、良質種子補助金、農機具購入補助金）支出は一二三〇億八〇〇〇万元、教育や医療衛生、社会保障・雇用、保障型住宅プロジェクト、文化など農村の社会諸事業発展への支出は二六九三億二〇〇〇万元、主要農産物の備蓄費と利払費などの支出は五七六億二〇〇〇万元である。中央財政の地方への租税還付金と一般的移転支出は一兆三七八八億六九〇〇万元（上記の主要支出項目に組み入れられている特別移転支出項目と一部の一般的移転支出項目を控除した金額。附表⒒を参照）で、そのほとんどの部分も民生と「三農」支出に振り向けられる。

（五） 地方への租税還付金及び移転支出についての中央予算の配分状況

財政の移転支出制度をよりいっそう充実させ、移転支出への取り組みを強化し、地域間のバランスの取れた発展につながる税財政優遇策を実施し、地域間の基本的公共サービスの均等化を推進する。中央からの地方への移転支出を租税還付、一般的移転支出、特別移転支出の三種類に簡略化する。地方からの上納収入と中央の地方への租税還付金を相殺し、それに応じて地方の上納支出項目を取り消すことにより、中央と地方の決済関係を簡素化する。二〇〇九年度、中央から地方への租税還付金と移転支出は六八八三億三二〇〇万元増の二兆八八八九億元で、三一・三％の伸びとする。その内、租税還付金は一五九一億九三〇〇万元増の四九三四億一九〇〇万元である。この増加分は主として、精製油租税・費用改革による中央財政の精製油消費税の増収分を地方に還付し、自動車道路や水路の整備などに振り向けるものである。一般的移転支出は二六七八億四四〇〇万元増の一兆一三七四億九三〇〇万元で、三〇・八％伸び、移転支出総額の四七・五％を占める。それは主として、補助金額が相対的に安定し、これまで特別移転支出に組み込まれていた教育や社会保障・雇用、公共安全、一般的公共サービスなど計二一〇一億七〇〇万元の支出を一般的移転支出に組み替えたものである。特別移転支出は二六一二億九五〇〇万元増の一兆二五七九億八八〇〇万元で、二六・二％伸び、移転支出総額の五二・五％を占める。伸び率が高いのは、中央政府が追加の公共投資と消費促進目的の支出金の大部分を、特別移転支出を通じて地方に交付するためである。一方で、一般的移転支出から、二五・五％増の五五〇億元を配分することにより、県クラスの基本的財政力保障メカニズムを逐次確立することをサポートし、県・郷の財政難を一段と緩和させる。三江源（長江、黄河、瀾滄江の水源地帯）保護など重要な生態保護計画と結び付け、移転支出の補助率を引き上げるという形を取って、開発禁止区と開発規制区で政府が公共サービスを提供するための財政保障力を強化していく。民族地区、食糧主要生産区及び辺境地域への移転支出金を五〇五億元に増や
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すこととする。倍増となる補助金五〇億元を計上することにより、資源枯渇型都市で長年上積みされてきた社会的負担の解消をバックアップする。個人経営者管理費と自由市場管理費を廃止した商工行政管理部門に対し、八〇億元の補助金を配分する。（附表⒓を参照）
なお、中央の政府系基金の予算収入は二八八〇億九二〇〇万元（前年度の繰越明許費を含む）とする。その内、長江三峡ダム・プロジェクト整備基金の収入は一六〇億元、鉄道整備基金の収入は五八二億元、民間空港管理・整備費の収入は一〇三億七〇〇〇万元、港湾整備費の収入は八七億三〇〇〇万元、大中型ダム建設移転住民後期支援基金の収入は一三六億元、宝くじ公益金の収入は一五八億元、中央財政の外国為替資金運用基金の財務収入は六八二億八三〇〇万元である。一方、中央の政府系基金予算の支出は二八八〇億九二〇〇万元（中央レベルの支出と地方助成金を含む）とする。その内、長江三峡ダム・プロジェクト整備基金の支出は一九八億一五〇〇万元、鉄道整備基金の支出は五八二億一〇〇万元、民間空港管理・整備費の支出は一四八億二〇〇万元、港湾整備費の支出は一〇三億三五〇〇万元、大中型ダム建設移転住民後期支援基金の支出は一九七億七九〇〇万元、社会福祉やスポーツ、教育など社会公益諸事業に振り向ける宝くじ公益金の支出は二二九億一三〇〇万元、中央財政の外国為替資金運用基金の財務支出は六八二億八七〇〇万元である。（「予算案」第五一～五四頁を参照）

三、法律に則った財政管理を堅持し、

科学的管理を強化し、二〇〇九

年度予算の達成を確保する

法律に則った、科学的かつ民主的な財政管理の方針を堅持して、財政管理の科学化と精緻化をつっこんで推し進め、財政資金の運用効果を高める。そのために、次のような仕事に重点的に取り組まなければならない。

（一） 財政面のマクロコントロールを強化、改善すること。執行力の向上に努め、積極財政の諸般の具体策を徹底して実行する。経済の運営状況に対するモニタリングや分析を強化し、積極財政の実施状況をしっかり追跡し、関連の政策・措置をタイムリーに充実させるとともに、通貨政策などとの協調を強化し、財政面のマクロコントロールの予見力、対応力及び実効力を増強させる。

（二） 税財政制度の改革を深めること。公共財政予算、国有資本経営予算、政府系基金予算と社会保障予算を有機的に組み合わせた国家財政予算体系を検討し、確立する。部門別予算の改革を末端の予算部門に広げ、現代的財政国庫管理制度を健全化して、すべての予算部門の実在資金口座を逐次国庫の単一勘定システムに組み入れる。国庫集中受払制度及び政府調達制度の改革を深化させる。国有資本経営予算の試行作業を全面的に推し進める。分税制の財政体制の基本的な安定を維持しながら、基本的公共サービスの均等化と主体機能区の整備推進を基軸とし、中央・地方間の財政力と権限の釣り合った体制の整備を図る。県クラスの基本的財政力保障メカニズムを逐次構築し、末端政府の公共サービス提供能力を向上させる。財政の移転支出制度を充実させ、特別移転支出関連の政策を規範化する。省クラス以下の政府間の配分関係をよりいっそう整理し、合理化させるとともに、その主要権限と支出責任の区分の適正な統一化を検討する。引き続き省による県財政の直接管理方式の改革を推し進める。消費型付加価値税への転換改革と精製油租税・費用改革を全面的に実施する。資源税制度を改革し、十全なものにする。消費税制度を調整し、十全なものにする。内外の企業・個人に係る都市整備税や教育費付加等の制度の一本化をはかる。農村の総合改革を推進する。国有企業や金融体制及び資源関連製品価格などの改革を大いにサポートする。
（三） 財政管理と監督を着実に強化すること。予算法の改正を重点的に推進し、公認会計士法（修正案）及び政府調達法実施条例の立法作業に協力して取り組む。財政移転支出管理条例などの立法作業を速める。財政面において、行政による法規執行を規範化させ、行政審査・許認可手続きを完全なものにする。許可を得て設置された、全国共通または中央部門・政府機関が徴収している行政・事業関連費用をすべて予算管理枠に組み込むこととする。機構の編制と経費予算を結合させたメカニズムを確立し、健全化させ、行政経費に関する定員・定額基準を適正化する。重要プロジェクト支出予算の事前評価・審査メカニズムを構築する。予算案の作成・提出・回答の期限と手続についての規定に厳格に従い、年初承認された予算の配分精度を高める。予算執行に対する管理を強化し、仮配分や監督・検査強化などの措置を講じて、予算執行の均衡性と効率を引き続き向上させるとともに、予算支出の剰余金管理制度を健全化させ、剰余金管理と予算編成との有機的な結合を促す。各級財政をカバーする予算執行の動態監督・規制メカニズムを健全なものにする。資金運用の実績評価の試行枠を拡大する。危機意識を強め、関連制度を充実させ、債務管理を厳しくし、財政リスクを防ぐよう努める。あらゆる政府関連の資金と財政運営の全過程をカバーする財政監督メカニズムを健全化し、政府公共投資に対する監督・検査と投資の審査を重点的に強化して、重複した建設と資金の使い込みや流用を防ぎ止め、資金運用の効果を確実に高める。財政面の政務公開を積極的に推し進め、自覚をもって人民代表大会、政治協商会議及び社会各方面の監督を受ける。

（四） 収入増加・支出節約に断固取り組むこと。税務や税関などの諸部門が法律に則って租税の徴収・管理を強化するサポートに力を入れ、越権した租税減免を断固食い止め、それを是正し、脱税や還付金の騙取などの違法活動を厳しく取り締まる。すべての租税収入と租税外収入について、法律に基づいて徴収し、徴収すべき税金がすべて徴収されるようにし、財政収入の安定的な伸びを確保する。重点支出を確実に保障し、一般的支出を厳しく規制し、公用車の購入・利用や会議、公務接待、海外出張の事務経費を圧縮する。党・政府機関のビル・公会堂・ホテル・ゲストハウスの建設を厳しく規制し、所定面積と基準を超えた建築や改装を厳しく禁止する。事務経費支出に対する管理を強化し、公務用デビットカード管理の改革を深化させる。「二つの保持」をしっかりと念頭に置き、支出を切り詰める意識を強め、勤倹を旨としてすべての事業を運営し、財政・経済規律を厳しくし、大盤振舞いや贅沢、浪費に断固反対する。

二〇〇九年度の予算及び諸般の財政活動を達成することは重要な意義を持っている。われわれは胡錦濤同志を総書記とする党中央の指導の下で、中国の特色ある社会主義の偉大な旗じるしを高く掲げ、あくまで鄧小平理論と「三つの代表」の重要な思想を導きとし、科学的発展観を深く貫徹し、着実に実践し、自信を強め、困難を乗り越えて前進し、開拓進取に励み、地道に仕事に取り組み、積極的な財政政策をりっぱに実施し、予算の達成を確保し、経済社会の良好かつ急速な発展を促進するために積極的な貢献をしようではないか。
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